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住居確保給付金
じゅうきょかくほきゅうふきん

とは 

住まいの確保を目的とした給付金で、家賃補助と転居費用補助の２つの補助があり

ます。 

（１）家賃補助(Ｐ２〜) 

離職や廃業等で収入が減少し、家賃支払いが困難となり、再就職に向けた活動を行

うことを要件として、現在お住まいの住居の家賃額を補助します。 

（２）転居費用補助（Ｐ１１〜） 

収入が大きく減少し、家賃の安い住居へ転居する必要がある場合に、家計改善の支

援において転居によって家計改善が図られること等を要件として、転居費用を補助し

ます。支給するまでに一般的に３〜４ヵ月程度要します。 

 

 

※各補助には要件がありますので、詳しくは「給付のための要件」の欄をご確認く

ださい。 
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（１）家賃補助について 

申請に必要なもの 

① 住居確保給付金申請書と確認書（生活福祉課にてお渡しします） 

② 本人確認書類（顔写真つきのもの１種類、顔写真なしの場合２種類） 
運転免許証、個人番号カード、住民基本台帳カード、各種福祉手帳・健康保険証、 

住民票・戸籍謄本
こせきとうほん

等の写し、パスポート、在留カード 

③ 収入が確認できる書類（世帯全員分） 

給与明細、雇用
こ よ う

保険
ほ け ん

受 給
じゅきゅう

資格者証
しかくしゃしょう

、年金手帳、年金証書、各種福祉手帳等 

④ 全ての預貯金通帳（世帯全員分） 

⑤ ハローワーク受付票（離職者・廃業者の場合のみ） 

⑥ 住宅契約書または家賃証明書 

⑦ 就労状況を確認できる以下ⒶかⒷのいずれかの書類 

Ⓐ 離職者・廃業者 

離職等から２年以内であることを確認できる書類 
離職票、雇用保険受給資格者証（または給与が途絶えたことを確認できる通帳など） 

Ⓑ 休業等で収入が減少し、離職や廃業と同程度の状況にある方 

     収入が減少していることや、減少した理由が確認できる資料 
（会社からの休業等を命じられた文書、シフト表、契約変更が確認できる書類など 

どうしても揃わない場合は「離職状況等に関する申立書」を提出していただきます） 

⑧ 住民票、保険証の写しなど同居の家族（単身世帯不要）が確認できるもの 

給付のための要件 

申請時に以下①〜⑧のいずれにも該当する方が対象となります。 

① 離職等により経済的に困窮しており、住居喪失またはそのおそれがある。 

②  以下ⒶかⒷのいずれかの状況にある。 

Ⓐ 申請日において離職や廃業の日から原則２年以内 

（離職日等から起算して２年の期間に、疾病、傷病、育児等やむを得ない事情により引き続

き 30 日以上求職活動ができなかった場合は、求職活動を行うことができなかった日数を



- 3 - 
 

２年に加算するものとし、加算された期間が４年を超える場合は４年とする。） 

Ⓑ 個人の責に帰すべき理由や都合によらない休業等で収入が減少し、離職や 

廃業と同程度の状況にある。 

③ 離職等の時点で主たる生計維持者であった。 

（離職等の時点では主たる生計維持者でなかったが、その後離婚等により主たる生計維持者

となった場合を含む。） 

④  申請月の世帯収入（公的給付を含む）が、表の基準額+家賃額が以下である。 

世帯人数 基準額 家賃額の上限 

1 人 81,000 円 35,000 円 

2 人 124,000 円 42,000 円 

3 人 159,000 円 46,000 円 

4 人 197,000 円 46,000 円 

5 人 235,000 円 46,000 円 

※6 人以上の世帯はお問い合わせください。 

⑤  世帯の預貯金額が次の表以下である。 

世帯人数 金融資産 

1 人 48.6 万円 

2 人 74.4 万円 

3 人 95.4 万円 

4 人以上 100 万円未満 

⑥  以下ⒶかⒷのいずれかの求職活動等の取り組みを行う方 

Ⓐ ハローワークに求職の申込をし、誠実かつ熱心に常用就職を目指した求職

活動を行う意思がある。 

Ⓑ 上記②のⒷの方で、自立に向けた活動（経営改善のための活動）を行う意

思がある。 

（経営相談先へ相談申し込みをし、経営相談先からの助言等を受けて作成した自立に向

けた活動計画による取り組みを行うこと。） 

⑦ 国の雇用施策による給付または地方自治体等が実施する類似の給付等を申請者 

や世帯員が受けていない。 

⑧  申請者及び世帯員が暴力団員ではない。 
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住居を喪失するおそれがある場合（家賃のみ） 

① 申請書類の交付 

生活福祉課（東館１階 10 番窓口）で担当者が住居確保 

給付金について説明を行い、申請書類を交付します。 

 

② 住宅貸主への確認 

管理会社等に入居住宅に関する状況通知書を記載して 

もらってください。 

 

③ ハローワークの求職申込み（求職活動を行う場合） 

ハローワークで求職活動を申込み、ハローワーク受付票（ハローワークカード） 

を発行してもらってください。 

 

④ 経営相談先への相談申し込み（自立に向けた活動を行う場合） 

経営相談先で事前相談を受け、相談内容を報告してください。 

※経営相談先からハローワークでの求職活動等が適当と判断された場合は上記③に則り求

職活動申し込みをしてもらう場合があります。 

 

⑤ 申請書類の提出 

生活福祉課へ必要書類を提出してください。提出後、審査を行います。 

（Ｐ2 参照） 

 

⑥ 審査結果の通知 

○ 資格ありの場合、以下の書類が交付され、原則、住居確保給付金が管理会社へ 

直接振り込まれます。 

・住居確保給付金支給決定通知書  ・職業相談確認票 

× 資格なしの場合、住居確保給付金不支給通知書が交付されます。 
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※ 総合支援資金貸付（生活支援費）（Ｐ７）の申込み 

受給中の生活費が必要な方は、豊橋市社会福祉協議会の総合支援資金貸付（生活 

支援費）を活用できる場合があります（審査あり）。申請の際には住居確保給付金 

支給決定通知書を提出してください。 

 

住居を喪失している場合（入居費用と家賃） 

① 申請書類の交付 

生活福祉課（東館１階 10 番窓口）で担当者が住居確保 

給付金について説明を行い、申請書類を交付します。 

 

② 入居住宅の確保 

仲介業者等で入居する住宅を探してください。（原則、市内） 

住宅が確保できた際には、仲介業者等に入居予定住宅に 

関する状況通知書を記載してもらってください。 

 

※ 総合支援資金貸付
そうごうしえんしきんかしつけ

（住宅入居費
じゅうたくにゅうきょひ

）（Ｐ7）を利用する場合 

敷金等の支払いに総合支援資金貸付（住宅入居費）を利用する予定がある方は、 

その旨を仲介業者等に伝えて下さい。 

 

③ ハローワークの申込み 

ハローワークで求職活動を申込み、ハローワーク受付票（ハローワークカード） 

を発行してもらってください。 

 

④ 申請書類の提出 

生活福祉課へ必要書類を提出してください。提出後、審査を行います。 

（Ｐ2 参照） 

※ 臨時
り ん じ

特例
とくれい

つなぎ資金
し き ん

貸付
かしつけ

（Ｐ7）の申込み 

当面の生活費が必要な方は、豊橋市社会福祉協議会の臨時特例つなぎ資金貸付を 

活用できる場合があります。申請の際には申請書の写しを提示してください。 
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 ⑤ 審査結果の通知 

○ 資格ありの場合、住居確保給付金支給対象者証明書（給付を決定するものでは 

ありません）が交付されます。 

× 資格なしの場合、住居確保給付金不支給通知書が交付されます。 

 

※ 総合支援資金貸付（住宅入居費・生活支援費）（P7）の申込み 

敷金等の支払えない方や受給期間中の生活費が必要な方は、総合支援資金貸付を 

活用できる場合があります（審査あり）。申込みには以下の書類が必要です。 

・入居予定住宅に関する状況通知書 ・住居確保給付金支給対象者証明書 

 

⑥ 賃貸借契約の締結 

仲介業者等へ住居確保給付金支給対象者証明書 

を提示し、賃貸借契約を締結してください。 

※ 敷金等を総合支援資金貸付（住宅入居費）（Ｐ7）で支払う方 

総合支援資金貸付（住宅入居費）を申込んだ方は、仲介業者等へ写しを提示して 

ください。利用者は、住宅の契約が原則「停止条件付契約
ていしじょうけんつきけいやく

」（貸付金振込確認日から 

有効となる契約）となるため、契約締結後、契約書の写しを社会福祉協議会へ提出 

してください。決定後、敷金等が仲介業者等に振込まれます。 

敷金等を自分で払う場合は通常契約になると考えられますが、住居確保給付金の 

受給者は全て停止条件付契約としている場合もあります。 

 

⑦ 入居手続きと住民票の変更 

仲介業者等と入居手続きを行うとともに、市役所で住所変更を行い、住民票を発

行してもらってください。 

 

⑧ 住居確保給付金の支給決定 

生活福祉課へ入居後７日以内に次の書類を提出してください。 

・賃貸借契約書  ・住民票（変更後） 

生活福祉課から次の書類が交付され、給付金が管理会社等へ直接振り込まれます。 

・住居確保給付金支給決定通知書  職業相談確認票 

ていけつ 
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仲介業者等へ住居確保給付金支給決定通知書を提出してください。 

※ 豊橋市社会福祉協議会とのその後のやりとり 

臨時特例つなぎ資金貸付利用者は、社会福祉協議会から償還の指示があります。 

総合支援資金貸付（生活支援費）利用者は、住居確保給付金支給決定通知書を 

豊橋市社会福祉協議会に提出してください。 

 

社会福祉協議会による支援制度 

㋐緊急小口資金貸付 

 休業等により収入の減少があった場合、緊急かつ一時的に生計維持のための貸付制

度です。 

（貸付上限）10 万円以内 

 

㋑ 総合支援資金貸付（住宅入居費・生活支援費） 

生活の立て直しを支援するため、生活相談・支援（就労支援等）と併せ、生活費及び

一時資金の貸付制度です。 

○生活支援費…生活再建までの生活費 

（貸付上限）単身世帯︓15 万円/月以内  ２人以上世帯︓20 万円/月以内 

（貸付期間）原則３ヶ月、最長 1 年  （利子・保証人）無利子・保証人不要  

 

 

○住宅入居費…敷金礼金等の賃貸住宅入居の初期費用 

（貸付上限）40 万円以内  

   （利子・保証人）連帯保証人有 ︓無利子   連帯保証人無し ︓年 1.5％ 

 

 ※原則、自立相談支援機関（生活福祉課）の継続的な支援を受けることが要件となります。 

㋒ 臨時特例つなぎ資金貸付 

住居を喪失している方で、住居確保給付金を受給するまでの間の生活費が必要な方

に対し、生活費及び一時資金を貸付けする制度です。 
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○貸付額︓公的給付等を受けるまでの生活に要する費用（10 万円以内）  

○貸付利子︓無利子、連帯保証人不要 

 

 受給中の義務  

住居確保給付金を受給する際には、以下の義務が発生します。 

義務に従わない場合、給付金の支給が遅れることや中止になることがあります。 

【ハローワークで求職活動を行う場合】 

 

① 受給中は出来得る限りの方法で常用就職に向けた就職活動を行ってください。 

② 月 2 回以上、ハローワークの職業相談を受けてください。 

（面接時に職業相談確認票を提示し、確認印を受領してください） 

③ 月 4 回以上、生活福祉課で面接支援を受けてください。 

（面接時に職業相談確認票を提示し、活動状況を報告してください） 

④ 原則週 1 回以上、求人応募を行うか求人面接を受けてください。 

（ハローワークのほかにも、求人情報誌や新聞広告等を活用してください） 

⑤ 自立相談支援事業所（生活福祉課）からプランが策定された場合は、上記に加え 

プランに記載した就労支援（職業訓練や就労準備支援事業等）を受けてください。 

⑥ 常用就職（期間に定めが無い、または 6 ヶ月以上の就職）が決定した際は常用 

就職届を提出し、収入を確認できる書類を毎月提出してください。 

 

【自立に向けた活動を行う場合】 

 

① 経営相談先からの助言等を踏まえ、自立に向けた活動計画を作成し、 

月１回以上、計画に基づく取り組みを行ってください。 

② 原則 月１回以上、経営相談先へ面談等の支援を受けてください 

③ 月 4 回以上、生活福祉課で面接支援を受けてください。 

（面接時に自立に向けた活動状況報告書を提示し、活動状況を報告してください） 

④  収入に変動があった場合は収入を確認できる書類を毎月提出してください。 
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給付金の延長・再延長 

受給期間終了の際に、誠実かつ熱心に就職活動を行っており、収入が一定額以下の場

合、３ヶ月を限度に２回まで延長が可能です。また、自立に向けた活動を行う場合は

都道府県等が認める場合に限り３ヶ月を限度に１回まで延長が可能です。 

希望する場合は、受給最終月までに収入と預貯金額を確認できる書類を生活福祉課

へご提出ください。 

給付額の変更 

家賃額が変更された場合や、収入により一部支給となっていた方が減収した場合は

給付額を変更します。収入を確認できる書類を持参し、生活福祉課へご相談ください。 

 

給付の中止 

以下の場合は住居確保給付金の支給を中止し、住居確保給付金支給中止通知書を 

交付します。 

 

○ 受給中の義務を怠った場合 

○ 自立相談支援事業所（生活福祉課）が策定したプランに従わない場合 

○ 自立に向けた活動（経営改善活動）対象者で、自立に向けた活動を行わない場合 

  又はハローワーク等での求職活動が適当であると判断されたにも関わらずに従わ 

ない場合 

○ 常用就職による収入が一定額を超えた場合（収入を得た月から中止） 

○ 住宅を退去した場合（退去日の翌月から中止） 

※管理会社等の要請による場合や生活福祉課からの指示による場合を除く 

○ 支給決定後、虚偽
き ょ ぎ

の申請等不適正な受給に該当することが明らかになった場合 

○ 受給者または同一の世帯に属する者が暴力団員と判明した場合 

○ 受給者が禁錮刑
きんこけい

以上の刑に処された場合 

○ 受給者が生活保護を受給することになった場合 
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給付金の再申請 

住居確保給付金制度の利用は原則として１世帯につき１回限りです。 

例外として、前回の受給終了した月の翌月から起算して一年を経過し、かつ新たに

解雇された場合は、以下①〜②の場合を除き再申請が可能です。 

① 本人の責任による重大な理由で解雇された場合 

② 契約時に雇用期間に定めがあることに合意していた場合 

 

給付金の徴収 

虚偽の申請があった場合など不適正な受給が判明した際には、それ以前に支給した

給付金を豊橋市が徴収するとともに、以降の支給を中止することがあります。 
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（２）転居費用補助について 

申請に必要なもの 

① 住居確保給付金申請書と確認書（生活福祉課にてお渡しします） 

② 本人確認書類（顔写真つきのもの１種類、顔写真なしの場合２種類） 
運転免許証、個人番号カード、住民基本台帳カード、各種福祉手帳・健康保険証、 

住民票・戸籍謄本
こせきとうほん

等の写し、パスポート、在留カード 

③ 収入の減少が確認できる書類 

（例）収入減少前と収入減少後（申請日の属する月を起点に２年以内）の 

給与明細書、預金通帳等 

④ 全ての預貯金通帳（世帯全員分） 

⑤ 離職等が確認できる以下ⒶかⒷのいずれかの書類 

Ⓐ 離職者・廃業者 

離職等を確認できる書類 
離職票、雇用保険受給資格者証（または給与が途絶えたことを確認できる通帳など） 

Ⓑ 休業等で収入が減少し、離職や廃業と同程度の状況にある方 

     収入が減少していることや、減少した理由が確認できる資料 
（会社からの休業等を命じられた文書、シフト表、契約変更が確認できる書類など 

どうしても揃わない場合は「離職状況等に関する申立書」を提出していただきます） 

   ※離職等以外の理由（配偶者の死亡等）があれば、客観的に証明できる資料を提出してい 

ただきます。 

⑥ （持家の方のみ）居住の維持に要する費用（住宅ローン、固定資産税、火災保険

料等）の月額を確認できる書類 

 

給付のための要件 

申請時に以下①〜⑧のいずれにも該当する方が対象となります。 

① 離職等により世帯収入額が著しく減少したことに伴い、経済的に困窮し、住居

喪失またはそのおそれがある 
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② 申請月において世帯収入額が著しく減少してから２年以内 

③ 申請月において世帯の主たる生計維持者である。 

④ 申請月の世帯収入（公的給付を含む）が、表の基準額+家賃額が以下である。 

世帯人数 基準額 家賃額の上限 

1 人 81,000 円 35,000 円 

2 人 124,000 円 42,000 円 

3 人 159,000 円 46,000 円 

4 人 197,000 円 46,000 円 

5 人 235,000 円 46,000 円 

※6 人以上の世帯はお問い合わせください。 

⑤  世帯の預貯金額が次の表以下である。 

世帯人数 金融資産 

1 人 48.6 万円 

2 人 74.4 万円 

3 人 95.4 万円 

4 人以上 100 万円未満 

 

 

⑥ 家計改善支援事業における家計に関する相談支援を通じて以下いずれかが認め

られる 

・家賃の低廉な住宅に転居することで支出の削減が見込まれること 

・家賃の高額な住宅に転居するが、転居に伴うその他の支出の削減により家計

全体の支出の削減が見込まれること。 

 

 

 

 

 

 

 

○家計改善支援事業とは︖ 

「家計の収支のバランスが悪い」「債務整理や滞納に関する課題を抱えている」等

家計に不安を抱える方を対象に、家計の見直しを相談員が一緒に行います。 

原則、家計改善支援事業を利用し、相談を通じて転居の必要性を判断します。 

事業の詳細については、本しおりと同じホームページ内に掲載されている家計改

善支援事業のパンフレットをご覧ください。 
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※相談時の家計表や転居後の家計計画表、転居前後のキャッシュフロー表等をもとに

判断していくため、判断するまでの期間として 2〜３ヵ月程度期間を要する場合があ

ります。 

 

 ⑦ 国の雇用施策による給付または地方自治体等が実施する類似の給付等を申請者

や世帯員が受けていない。 

⑧ 申請者及び世帯員が暴力団員ではない。 

 

支給内容等 

① 支給対象経費 

「転居先への家財の運搬費用」「転居先の住宅に係る初期費用（礼金、仲介手数

料、家賃債務保証料、住宅保険料）」「ハウスクリーニングなどの現状回復費用

（転居前の住宅に係る費用を含む）」「鍵交換費用」 

※「敷金」「契約時に払う家賃（前家賃）」「家財や設備（風呂釜、エアコン等）

の購入費」、その他上記対象経費以外に係る経費は対象外です。 

 

② 支給上限額 

世帯人数 基準額 

1 人 184,000 円 

2 人 196,000 円 

3 人 212,000 円 

4 人 224,000 円 

5 人 240,000 円 

※6 人以上の世帯はお問い合わせください。 

 

③ 支給方法 

不動産仲介業者等の指定口座へ代理納付 

※支給対象とならない経費は個人で不動産仲介業者等へ支払いとなります 
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手続きの流れ 

① 相談及び申請書類の交付 

生活福祉課（東館１階 10 番窓口）で担当者が住居確保給付金について説明を行

います。 

家計改善支援事業における家計に関する相談支援を実施します。相談の結果、「給

付のための要件」⑥（P12）を満たす場合、住居確保給付金に係る申請書類を交

付します。 

  

② 転居先の住居の確保及び不動産会社等との調整 

申請者は、家計改善支援事業を通じて示された家賃額をおおよその目安として、

転居先の住宅を探し、入居可能な住宅を確保します。 

 

③ 申請書類の提出 

生活福祉課へ必要書類を提出してください。提出後、審査を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 審査結果の通知 

 ○ 資格ありの場合、住居確保給付金支給決定通知書が交付されます。 

× 資格なしの場合、住居確保給付金不支給通知書が交付されます。 

 

⑤ 住居入居日から７日以内に下記必要書類を提出。 

・住居確保報告書（様式 5） 

【注意事項】 

・支給の審査及び決定は、審査に必要な書類（添付書類及び追加確認書類）が一

式揃ってからになります。 

・審査に必要な書類がそろってから支給まで 1 か月程度の期間を要しますので、

初期費用等の支払期限や入居予定日、賃貸借契約日等についてあらかじめ不動産

仲介業者等と調整してください。 
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・賃貸借契約書の写し 

・新住所における住民票の写し 

 

 

 

 

 

 

給付金の再申請 

以下の条件に該当し、給付のための要件を満たす場合、再申請できる可能性があり

ます。ただし、前回の支給が終了した月の翌月から起算して 1 年以上経過している必

要があります。 

① 前回の受給期間終了後に自らの責任によらない理由で離職や休業等し、世帯収

入が著しく減少した方 

② 受給者と同一に属していた方の死亡により世帯収入が著しく減少した方                    

給付金の徴収 

虚偽の申請があった場合など不適正な受給が判明した際には、それ以前に支給した

給付金を豊橋市が徴収するとともに、以降の支給を中止することがあります。 

 

 

 

問合せ先 

豊橋市役所 生活福祉課 （東館１階 10 番窓口） 

電話(0532)51-2313 FAX(0532)56-5134 

 

【注意事項】 

・転居に要する費用（初期費用、家財の運搬費用等）が住居確保給付金支給決定

通知書に記載の支給額を超える場合、原則差額は自己負担となります。 

・実際の支出額が支給決定額を下回っていた場合は、差額分を返還していただき

ます。 


